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【公開日】平成31年4月4日(2019.4.4)
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【手続補正書】
【提出日】令和3年2月25日(2021.2.25)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２５】
　＜＜車両全体構成＞＞
　この発明の第１の実施形態を図１、図２、および図１３と共に説明する。図１に示すよ
うに、この実施形態は、４輪の駆動輪２に、インホイールモータ駆動装置３を構成する回
転型の電動機４を備えた車両１に適用した例である。車両１は、電動機４の力行・回生に
よって加速と減速が可能であり、また４輪を独立して制御可能である。
　インホイールモータ駆動装置３は、例えば図１３に示すように、車輪用軸受５と、前記
電動機４と、この電動機４の回転出力を車輪用軸受５の回転輪となるハブ輪５ａに減速し
て伝達する減速機６とを備え、前記ハブ輪５ａに駆動輪１（図１）のホイールが取付けら
れる。電動機４は、例えば同期モータ等の交流モータであり、ステータ４ａとロータ４ｂ
とを有する。インホイールモータ駆動装置３は、車輪回転速度センサ７（図１）を備えて
いる。車輪回転速度センサ７は、例えば磁気エンコーダと磁気センサとで構成され、車輪
回転速度ωに比例したパルス間隔のパルス列を出力する。また車輪回転速度センサ７の代
わりに図１３のレゾルバ２３の値を用いてもよい。レゾルバ２３は、電動機４のロータの
回転速度を検出するセンサであり、車輪回転速度に比例した値を出力する。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４１】
　＜＜第２の実施形態、スリップ制御装置＞＞
　この発明の第２の実施形態につき、図３ないし図７と共に説明する。この実施形態にお
いて、特に説明する事項の他は、第１の実施形態と同様である。
　この実施形態は、図１と共に前述した車両１において、スリップ制御装置１１を図３に
示す構成としている。
　図３において、スリップ制御装置１１は、スリップ率計算部２１、スリップ率偏差計算
部２２と、フィードバックゲイン変更部１４Ａと、制御器１５Ａと、制駆動指令値計算部
１６Ａとを備える。
【手続補正３】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５４】
　上記の理由から、振動の原因となりやすい比例補償もしくは微分補償、あるいはその両
方を低速走行時に弱めるかもしくは無効化する。例えば、車速０km/hで比例ゲインＫＰと
微分ゲインＫＤをα0_Ｐ、α0_Ｄとなるようにそれぞれ設定する。このとき、α0_Ｐもし
くはα0_Ｄを零とすれば、比例補償もしくは微分補償を無効化できる。これら２つのゲイ
ンＫＰ、ＫＤは、図４のように車速０～Ｖｔｈ_Ｐ、Ｖｔｈ_Ｄkm/h にて値を連続的に変
化させる。Ｖｔｈ_Ｐ、Ｖｔｈ_Ｄはそれぞれ車速に対するゲインのしきい値であり、１０
～１５ km/h 、例えばＶｔｈ_Ｐ＝１２ km/h、Ｖｔｈ_Ｄ＝１５ km/h に設定される。こ
の例ではＶｔｈ_Ｐ≠Ｖｔｈ_Ｄとしたが、Ｖｔｈ_ＰとＶｔｈ_Ｄを同じ値としてもよい。
図４では積分補償も同様に車速０～Ｖｔｈ_Ikm/h にて値を連続的に変化させる。このと
き、必ずαＩ≧αＰ、かつαＩ≧αＤとなるように値を変化させる。Ｖｔｈ_Ｉは、Ｖｔ

ｈ_Ｉ≦Ｖｔｈ_Ｐ、かつＶｔｈ_Ｉ≦Ｖｔｈ_Ｄとなるように設定する必要があるため、例
えば１０km/h とする。この例では、Ｖｔｈ_ＩをＶｔｈ_Ｐ、Ｖｔｈ_Ｄと異なる値とした
が、Ｖｔｈ_Ｉ＝Ｖｔｈ_Ｐ、またはＶｔｈ_Ｉ＝Ｖｔｈ_Ｄとなるように設定しても良い。
例えば、Ｖｔｈ_Ｉ＝Ｖｔｈ_Ｐ≦Ｖｔｈ_Ｄのように微分補償のみ車速のしきい値を大き
くしても良い。
　このとき、図５のように、α0_Ｐ、α0_Ｄの大小関係は車速によって入れ替わっても良
い。積分ゲインＫＩは、図４と同様に常にαＩ≧αＰ、かつαＩ≧αＤとなるように値を
変化させる。図４と図５の実施例では各ゲインを線形に変化させているが、この限りでは
なく、αＩ≧αＰ、かつαＩ≧αＤの関係が満たされるならば非線形に変化させても良い
。また、図６のように、０＜Ｖ０＜Ｖｔｈを設定し、Ｖ０～Ｖｔｈ km/hにて値を連続的
に変化させ、０～ Ｖ０km/hまではＶ０km/hで設定されるαの値を維持しても良い。α0_

Ｐ、α0_Ｄは、図７のようにα＝０を維持してもよい。αは、零に限らず、零に近い値で
あってもよい。
　また、加速／減速判断部の判断から、加速時と減速時でゲインの変化方法を切り替える
。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５７】
　減速時には、以下の式(14)を満たすようにいずれかもしくは複数のゲインを変更する。
　αP /αI　≧　αP’/αI’　 かつ　αD/αI　≧　αD’/αI’　　　(14)
ここで、減速時の、各ゲインの低下後割合（低下前の大きさに対する低下後の割合）をそ
れぞれαP’、 αI’、 αD’とする。
　すなわち、加速時と減速時で積分補償のゲインの前記割合を比較した場合には、減速時
の方が加速時よりもゲインの前記割合を大きくする。例えば、図９のように、加速時の車
速閾値Ｖth_Iよりも小さい値となる車速閾値Vth_I’を設定し、０～Ｖth_I km/hにて値を
変化させる。加速時と減速時で積分補償のゲインの前記低下後割合αI、αI’を比較した
場合は、同図のように加速時の方を小さくする方がより効果的である。
　一方、比例補償もしくは微分補償のゲインの前記割合を比較した場合には、減速時の方
が加速時よりもゲインの前記割合を小さくする。例えば図１０のように、加速時の車速の
しきい値Ｖ０、Ｖｔｈと異なる減速時の車速のしきい値Ｖ０’、Ｖｔｈ’を、Ｖ０＜Ｖ０

’＜Ｖｔｈ＜Ｖｔｈ’となるように設定し、Ｖ０’～Ｖｔｈ’km/hにて値を連続的に変化
させても良い。
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　加速時と減速時で比例補償、微分補償のゲインの前記低下後割合αP、αP’、αD、αD

’、αI’を比較した場合には、同図のように減速時の方が小さくする方が効果的である
。
　ここで、図１０の例では比例ゲインと微分ゲインを同時に変化させたが、別々に変化さ
せても良い。また、図１１に示すように加速時と減速時で、例えば微分ゲインのみゲイン
の変更方法を変えなくても良い。
　上記のように加速時と減速時でゲインの変化方法を変更することで、より安定したフィ
ードバック制御が可能となる。
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